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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　順に、
（ａ）少なくとも１つのポリカーボネートシートから構成される最上層と；
（ｂ）芳香族ポリアミド繊維および接着助剤を含む布から構成される布層と；
（ｃ）少なくとも１つのポリカーボネートシートから構成される最下層と
を含む熱可塑性複合ラミネートであって、
前記最上層（ａ）が前記布層（ｂ）の第１表面に接着されており、および前記最下層（ｃ
）が前記布層（ｂ）の第２表面に接着されており；
前記芳香族ポリアミド繊維が、ポリ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）ホモポリマー、
ポリ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）コポリマー、ポリ（ｍ－フェニレンイソフタル
アミド）ホモポリマー、ポリ（ｍ－フェニレンイソフタルアミド）コポリマー、ポリスル
ホンアミドホモポリマー、ポリスルホンアミドコポリマー、またはそれらの混合物から製
造され；
前記接着助剤が、約６５００以下の重量平均分子量を有するポリカーボネートオリゴマー
を含み；
前記熱可塑性複合ラミネートが、前記布層（ｂ）に使われる前記接着助剤なしの同じ布を
有する比較ラミネートのせん断強度と比べて約３０％以上のせん断強度の増加を有し、前
記せん断強度がＧＢ７１２４の方法に従って測定される、熱可塑性複合ラミネート。
【請求項２】
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　請求項１に記載の熱可塑性複合ラミネートを含む物品。
【請求項３】
　携帯電子デバイスのためのハウジングもしくは保護カバー、旅行かばんのためのシェル
、自動コントロールパネルのための装飾部品、またはスノーボードのための表面板である
、請求項２に記載の物品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、携帯電子デバイスのためのハウジングまたは保護カバーに対する有用性を有
する、改善された接着強度を有する熱可塑性複合ラミネートおよびそれから製造される物
品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　最近、ポリカーボネート樹脂は、その耐久性、強度、および審美的魅力ならびに軽量に
より、旅行かばんならびに電気および電子デバイスのためのハウジングまたは保護カバー
として広く使用されている。より高い耐衝撃性を要求するスポーツ製品および工業製品な
どのいくつかの用途では、複合ラミネートがポリカーボネートシートを外側シェルとして
含有し、芳香族ポリアミド繊維から構成される強化布の層が良好な解決策であると思われ
る。なぜなら、熱硬化性樹脂と、芳香族ポリアミド繊維でできた強化布層とから構成され
る複合材料がこれらの複合材料の耐衝撃性を増加させることはよく知られているからであ
る。
【０００３】
　１つの技術的課題は、芳香族ポリアミド繊維がとりわけポリカーボネート樹脂に対して
表面不活性であることである。ポリカーボネート樹脂と、芳香族ポリアミド繊維から構成
される布との間の接着強度が不十分であるため、熱硬化性複合ラミネートと比べて熱可塑
性複合ラミネートは劣った機械的特性および層間剥離問題を示し得る。
【０００４】
　１つのアプローチは、不活性な芳香族ポリアミド繊維を表面活性化剤で前処理し、かつ
ポリカーボネートシートと強化布層との間の優れた接着を確実にするためのタイ層を使用
し、このようにして層間剥離問題を回避することである。例えば、中国実用新案第２０４
１７２４５４号明細書は、順に、（ａ）少なくとも１つの熱可塑性フィルムから構成され
る最上層と；（ｂ）第１タイ層と；（ｃ）芳香族ポリアミド繊維および表面活性化剤を含
む布から構成される布層と；（ｄ）第２タイ層と；（ｅ）少なくとも１つの熱可塑性フィ
ルムから構成される最下層とを含む熱可塑性複合ラミネートを開示している。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　改善された接着強度および良好な機械的特性を有する本発明の複合ラミネートの技術的
解決法が依然として継続的に必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、順に、
（ａ）少なくとも１つのポリカーボネートシートから構成される最上層と；
（ｂ）芳香族ポリアミド繊維および接着助剤を含む布から構成される布層と；
（ｃ）少なくとも１つのポリカーボネートシートから構成される最下層と
を含む熱可塑性複合ラミネートであって、
最上層（ａ）が布層（ｂ）の第１表面に接着されており、および最下層（ｃ）が布層（ｂ
）の第２表面に接着されており；
芳香族ポリアミド繊維が、ポリ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）ホモポリマー、ポリ
（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）コポリマー、ポリ（ｍ－フェニレンイソフタルアミ
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ド）ホモポリマー、ポリ（ｍ－フェニレンイソフタルアミド）コポリマー、ポリスルホン
アミドホモポリマー、ポリスルホンアミドコポリマー、またはそれらの混合物から製造さ
れ；
接着助剤が、ポリカーボネート樹脂の分解から誘導されるポリカーボネートオリゴマーを
含み、およびポリカーボネートオリゴマーが約６５００以下の重量平均分子量（Ｍw）を
有し；および
熱可塑性複合ラミネートが、布層（ｂ）のための接着助剤なしで同じ布を有する比較ラミ
ネートのせん断強度と比べて約３０％以上のせん断強度の増加を有し、せん断強度がＧＢ
７１２４の方法に従って測定される、熱可塑性複合ラミネートを提供する。
【０００７】
　本発明はまた、本発明の熱可塑性複合ラミネートを含む物品であって、携帯電子デバイ
スのためのハウジングもしくは保護カバー、旅行かばんのためのシェル、自動コントロー
ルパネルのための装飾部品、またはスノーボードのための表面板である物品を提供する。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の複合ラミネート１００の一実施形態の拡大側面図を示し、ラミネートは
、（ａ）最上層１１と、（ｂ）布層１２と、（ｃ）最下層１３との層構造を有し、ここで
、布層（ｂ）は、第１表面１２１および第２表面１２２を有し、最上層（ａ）は、布層（
ｂ）の第１表面に接着されており、および最下層（ｃ）は、布層（ｂ）の第２表面に接着
されている。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本明細書で言及されるすべての刊行物、特許出願、特許および他の参考文献は、特に明
記しない場合、あたかも完全に記載されているかのようにあらゆる目的のためにその全体
が参照により本明細書に明確に援用される。
【００１０】
　特に定義しない限り、本明細書で用いられるすべての技術用語および科学用語は、本発
明が属する技術分野の当業者によって一般に理解されるものと同じ意味を有する。不一致
の場合、定義を含む本明細書が優先される。
【００１１】
　特に明記しない限り、すべての百分率、部、比などは質量による。
【００１２】
　本明細書で用いる場合、用語「から製造される」は、「含んでいる」と同義語である。
本明細書で用いる場合、用語「含む」、「含んでいる」、「包含する」、「包含している
」、「有する」、「有している」、「含有する」もしくは「含有している」、またはそれ
らの任意の他の変形は、非排他的包含に及ぶことを意図される。例えば、要素のリストを
含む組成物、プロセス、方法、物品、または装置は、それらの要素のみに必ずしも限定さ
れず、明確に列挙されていないかまたはそのような組成物、プロセス、方法、物品、もし
くは装置に固有の他の要素を含んでもよい。
【００１３】
　移行句「からなる」は、明記されていないあらゆる要素、工程、または原料を除外する
。請求項における場合、そのような語句は、それらと通常関係がある不純物を除いて列挙
されるもの以外の材料の包含を請求項から排除するであろう。語句「からなる」が、前文
の直後よりもむしろ、請求項の本体の条項に現れる場合、それは、その条項に記述される
要素のみを限定し、他の要素は、全体として請求項から排除されない。
【００１４】
　移行句「から本質的になる」は、字義どおり考察されるものに加えて、材料、工程、特
徴、構成成分、または要素を含む組成物、方法または装置を定義するために用いられ、た
だし、これらの追加の材料、工程、特徴、構成成分、または要素が、特許請求される本発
明の基本的および新規な特徴に実質的に影響を及ぼさないことを条件とする。用語「から
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本質的になる」は、「含んでいる」と「からなる」との間の中間領域を占める。
【００１５】
　用語「含んでいる」は、用語「から本質的になる」および「からなる」によって包含さ
れる実施形態を含むことを意図される。同様に、用語「から本質的になる」は、用語「か
らなる」によって包含される実施形態を含むことを意図される。
【００１６】
　量、濃度、または他の値もしくはパラメーターが、範囲、好ましい範囲として、または
上側の好ましい値および下側の好ましい値のリストとしてのいずれかで与えられる場合、
これは、範囲が別個に開示されているかどうかにかかわらず、任意の上側範囲限界または
好ましい値と、任意の下側範囲限界または好ましい値との任意の対から形成されるすべて
の範囲を具体的に開示していると理解されるべきである。例えば、「１～５」の範囲が列
挙される場合、列挙範囲は範囲「１～４」、「１～３」、「１～２」、「１～２および４
～５」、「１～３および５」などを含むと解釈されるべきである。数値の範囲が本明細書
で列挙される場合、特に明記しない限り、その範囲は、その端点ならびにその範囲内のす
べての整数および分数を含むことを意図される。
【００１７】
　用語「約」が値または範囲の端点を表すのに用いられる場合、本開示は、言及される特
定の値または端点を含むと理解されるべきである。
【００１８】
　さらに、それとは反対を明確に述べない限り、「または」は、包括的な「または」を意
味し、排他的な「または」を意味しない。例えば、条件Ａ「または」Ｂは、以下のいずれ
か１つによって満たされる：Ａが真であり（または存在し）、Ｂが偽である（または存在
しない）、Ａが偽であり（または存在せず）、Ｂが真である（または存在する）；ならび
にＡおよびＢが両方とも真である（または存在する）。
【００１９】
　「モル％（Ｍｏｌ％）」または「モル％（ｍｏｌｅ％）」は、モルパーセントを意味す
る。
【００２０】
　本発明を説明しかつ／または特許請求する際、用語「ホモポリマー」は、繰り返し単位
の１つの化学種の重合から誘導されるポリマーを意味する。例えば、用語「ポリ（ｐ－フ
ェニレンテレフタルアミド）ホモポリマー」は、ｐ－フェニレンテレフタルアミドの繰り
返し単位の１つの化学種から本質的になるポリマーを意味する。
【００２１】
　本明細書で用いる場合、用語「コポリマー」は、２種以上のコモノマーの共重合から生
じる共重合単位を含むポリマーを意味する。「ジポリマー」は、２つのコモノマー由来単
位から本質的になるポリマーを意味し、「ターポリマー」は、３つのコモノマー由来単位
から本質的になるコポリマーを意味する。
【００２２】
　本明細書で用いる場合、用語「繊維」は、長さ対その長さに垂直の横断面積の幅の高い
比を有する比較的可撓性の細長い物体と定義される。繊維横断面は、円形、平坦または楕
円形などの任意の形状であり得るが、典型的には円形である。繊維横断面は、中実または
中空、好ましくは中実であり得る。本明細書において、用語「フィラメント」または「連
続フィラメント」は、用語「繊維」と同じ意味で用いられる。単繊維は、単一のフィラメ
ントからまたは複数のフィラメントから形成され得る。１つのみのフィラメントから形成
される繊維は、本明細書では、「単一フィラメント」繊維または「モノフィラメント」繊
維のいずれかとして言及され、複数のフィラメントから形成される繊維は、本明細書では
「マルチフィラメント」繊維として言及される。本明細書で用いる場合、用語「糸」は、
複数の繊維からなる一本鎖と定義される。
【００２３】
　繊維の直径は、通常、「デニール」または「ｄｔｅｘ」と称される線密度として特徴付
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けられ；「デニール」は、９０００メートルの繊維のグラム単位での質量であり、「ｄｔ
ｅｘ」は、１０，０００メートルの繊維のグラム単位での質量である。
【００２４】
　本明細書で用いる場合、「層」は、一般に平面配置のポリカーボネートシートおよび布
を表す。
【００２５】
　発明の概要に記載されるような本発明の実施形態は、本明細書に記載されるあらゆる他
の実施形態を含み、任意の方法で組み合わせることができ、実施形態における変数の記載
は、本発明の複合ラミネートのみならず、それから製造される物品にも関連する。
【００２６】
　本発明は、本明細書で以下に詳細に説明される。
【００２７】
ポリカーボネートシート
　本発明において、最上層（ａ）または最下層（ｃ）として使用するのに好適なポリカー
ボネートシートは、ポリカーボネート樹脂、好ましくは芳香族ポリカーボネート樹脂を含
むか、それらから本質的になるか、それらからなるか、またはそれらから製造される。
【００２８】
　本明細書で使用される芳香族ポリカーボネート樹脂は、ジフェノールとホスゲンとの反
応により、またはジフェノールとジフェニルカーボネートとのエステル交換により製造さ
れるようなものなど、溶液法または溶融法でジフェノールとカーボネート前駆体とから誘
導される。有用なジフェノールには、例えば、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）
プロパン（すなわちビスフェノールＡ）、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、１，
１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－
ジメチルフェニル）プロパン、４，４’－ジヒドロキシ－ジフェニル、ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）シクロアルカン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）オキシド、ビス（４－
ヒドロキシフェニル）スルフィド、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホン、ビス（４
－ヒドロキシフェニル）スルホキシド、ビス（４－ヒドロキシフェニル）エーテル、ビス
（４－ヒドロキシフェニル）ケトンなどが含まれる。ヒドロキノン、レゾルシノール、カ
テコールなどの他のジフェノールも本発明に有用である。本明細書で言及されるジフェノ
ールは、単独でまたは組み合わせてのいずれかで使用されてもよい。本発明で使用するた
めのカーボネート前駆体には、例えば、ハロゲン化カルボニル、カルボニルエステル、ハ
ロホルメート、ホスゲン、ジフェノールジハロホルメート、ジフェニルカーボネート、ジ
メチルカーボネート、ジエチルカーボネートなどが含まれる。
【００２９】
　一実施形態では、最上層（ａ）または最下層（ｃ）として使用するのに好適なポリカー
ボネートシートは、１の一般式：
【化１】

（式中、ｎは、約５０～約２００の整数である）
のビスフェノールＡ型ポリカーボネート樹脂を含むか、それから本質的になるか、それか
らなるか、またはそれから製造される。
【００３０】
　そのようなビスフェノールＡ型ポリカーボネート（ＢＰＡ－ＰＣ）樹脂は、公知であり
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、従来のホスゲン法またはエステル交換法によって主な原材料としての芳香族ジヒドロキ
シ化合物またはその誘導体から容易に得ることができる。射出成形および押出のための工
業的ＢＰＡ－ＰＣは、１５０００～５００００の重量平均分子量（Ｍw）を有する。
【００３１】
　好適なポリカーボネート樹脂は、Ｂａｙｅｒ製のＭＡＫＲＯＬＯＮTM、ＳＡＢＩＣ製の
ＬＥＸＡＮ（登録商標）、帝人株式会社製のＰＡＮＬＩＴＥ（登録商標）、ＤＳＭ製のＸ
ＡＮＴＡＲ（登録商標）、三菱化学株式会社製のＩＵＰＩＬＯＮ（登録商標）、およびＤ
ｏｗ製のＣＡＬＩＢＥＲ（登録商標）などの商業的供給源から購入することができる。
【００３２】
　上に記載されたポリカーボネート樹脂は、溶融させ、ブローイング、キャスティング、
または押出成形によってシートへ加工することができる。ポリカーボネートシートの製造
方法は当業者によく知られているため、その開示は、簡略にするために本明細書では省略
される。
【００３３】
　用語「シート」は、一様な厚さの連続的な薄い平らな構造に言及するために本明細書で
は用いられる。一般に、シートは、約０．０５ｍｍ超の厚さを有してもよい。最上層（ａ
）または最下層（ｃ）として使用するのに好適なポリカーボネートシートは、それぞれ独
立して、約０．０５ｍｍ～約５ｍｍ、または約０．１ｍｍ～約３ｍｍ、または約０．１５
ｍｍ～約１ｍｍの厚さを有してもよい。そのような厚さが好ましいが、他の厚さが特定の
ニーズを満たすために製造されてもよく、それにもかかわらず本発明の範囲内に入ること
が理解されるべきである。
【００３４】
　一実施形態では、最上層（ａ）および最下層（ｃ）は、それぞれ独立して、約０．０５
ｍｍ～約５ｍｍ、または約０．１ｍｍ～約３ｍｍ、または約０．１５ｍｍ～約１ｍｍの厚
さを有する。
【００３５】
　別の実施形態では、本熱可塑性複合ラミネートの最上層（ａ）および最下層（ｂ）のた
めのポリカーボネートシートは同じものである。
【００３６】
布層（ｂ）
　本明細書で用いる場合、接着助剤で処理する前の布層（ｂ）として使用するための布は
「未処理布」と言われる。
【００３７】
　本発明において、未処理布は、ポリ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）ホモポリマー
、ポリ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）コポリマー、ポリ（ｍ－フェニレンイソフタ
ルアミド）ホモポリマー、ポリ（ｍ－フェニレンイソフタルアミド）コポリマー、ポリス
ルホンアミドホモポリマー、ポリスルホンアミドコポリマー、およびそれらの混合物から
製造される芳香族ポリアミド繊維を含む。
【００３８】
　ポリ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）ホモポリマーは、ｐ－フェニレンジアミン（
ＰＰＤ）とテレフタロイルクロリド（ＴＣｌ）とのモル－モル（ｍｏｌｅ－ｆｏｒ－ｍｏ
ｌｅ）重合によって生じる。同様に、ポリ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）コポリマ
ーは、ｐ－フェニレンジアミンとともに１０モル％ほどに多い他のジアミン、およびテレ
フタロイルクロリドとともに１０モル％ほどに多い他のジアシルクロリドの組み込みによ
って生じ、ただし、他のジアミンおよびジアシルクロリドが重合反応を妨げる反応基をま
ったく有さないことを条件とする。ｐ－フェニレンジアミン以外のジアミンの例としては
、ｍ－フェニレンジアミン、または３，４’－ジアミノジフェニルエーテル（３，４－Ｏ
ＤＡ）が挙げられるが、それらに限定されない。テレフタロイルクロリド以外のジアシル
クロリドの例としては、イソフタロイルクロリド、２，６－ナフタロイルクロリド、クロ
ロテレフタロイルクロリド、またはジクロロテレフタロイルクロリドが挙げられるが、そ
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れらに限定されない。
【００３９】
　本明細書で用いる場合、用語「ｐ－アラミド」は、ポリ（ｐ－フェニレンテレフタルア
ミド）ホモポリマーおよびコポリマーを意味する。
【００４０】
　ポリ（ｍ－フェニレンイソフタルアミド）ホモポリマーは、ｍ－フェニレンジアミンと
イソフタロイルクロリドとのモル－モル重合によって生じる。同様に、ポリ（ｍ－フェニ
レンイソフタルアミド）コポリマーは、ｍ－フェニレンジアミンとともに１０モル％ほど
に多い他のジアミン、およびイソフタロイルクロリドとともに１０モル％ほどに多い他の
ジアシルクロリドの組み込みによって生じ、ただし、他のジアミンおよびジアシルクロリ
ドが重合反応を妨げる反応基をまったく有さないことを条件とする。ｍ－フェニレンジア
ミン以外のジアミンの例としては、ｐ－フェニレンジアミンまたは３，４’－ジアミノジ
フェニルエーテルが挙げられるが、それらに限定されない。イソフタロイルクロリド以外
のジアシルクロリドの例としては、テレフタロイルクロリド、２，６－ナフタロイルクロ
リド、クロロテレフタロイルクロリド、またはジクロロテレフタロイルクロリドが挙げら
れるが、それらに限定されない。
【００４１】
　本明細書で用いる場合、用語「ｍ－アラミド」は、ポリ（ｍ－フェニレンイソフタルア
ミド）ホモポリマーおよびコポリマーを意味する。
【００４２】
　ポリスルホンアミドホモポリマーは、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン（ｐ－Ｄ
ＤＳ）または３，３’－ジアミノジフェニルスルホン（ｍ－ＤＤＳ）などのスルホニル基
含有ジアミンと、テレフタロイルクロリドまたはイソフタロイルクロリドなどのジアシル
クロリドとのモル－モル重合によって生じ得る。
【００４３】
　ポリスルホンアミドコポリマーには、例えば、ｐ－ＤＤＳなどのジアミンと、テレフタ
ロイルクロリドおよび他のジアシルクロリド（例えば、イソフタロイルクロリド）の混合
物とから生じるコポリマー；ならびにテレフタロイルクロリドなどのジアシルクロリドと
、ｐ－ＤＤＳ、ｍ－ＤＤＳなどのジアミン、および１０モル％ほどに多い他のジアミン（
例えば、ｐ－フェニレンジアミン、またはｍ－フェニレンジアミン）の混合物とから生じ
るコポリマーが含まれる。
【００４４】
　好ましくは、ポリスルホンアミドコポリマーは、３：１：４のモル比でのｐ－ＤＤＳ、
ｍ－ＤＤＳおよびテレフタロイルクロリドから誘導される。
【００４５】
　本明細書で用いる場合、用語「ＰＳＡ」は、ポリスルホンアミドホモポリマーおよびコ
ポリマーを意味する。
【００４６】
　上に記載された芳香族ポリアミドのポリマーまたはコポリマーは、重合溶媒またはポリ
マーもしくはコポリマーのための別の溶媒のいずれかの中のポリマーまたはコポリマーの
溶液を使用する、溶液紡糸によって繊維へ紡糸することができる。繊維紡糸は、当技術分
野において公知であるようにマルチフィラメント繊維をもたらすために、乾式紡糸、湿式
紡糸、またはドライ－ジェット湿式紡糸（空隙紡糸としても知られる）によって多孔紡糸
口金を通して達成することができる。紡糸後のマルチフィラメント繊維は、次に、従来技
術を用いて必要に応じて繊維を中和するか、洗浄するか、乾燥させるか、または熱処理す
るために処理して、安定した有用な繊維を製造することができる。模範的な乾式、湿式お
よびドライージェット湿式法は、米国特許第３，０６３，９６６号明細書；同第３，２２
７，７９３号明細書；同第３，２８７，３２４号明細書；同第３，４１４，６４５号明細
書；同第３，８６９，４３０号明細書；同第３，８６９，４２９号明細書；同第３，７６
７，７５６号明細書；および同第５，６６７，７４３号明細書に開示されている。
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【００４７】
　芳香族ポリアミド繊維の製造方法は、米国特許第４，１７２，９３８号明細書；同第３
，８６９，４２９号明細書；同第３，８１９，５８７号明細書；同第３，６７３，１４３
号明細書；同第３，３５４，１２７号明細書；および同第３，０９４，５１１号明細書に
開示されている。スルホンアミンモノマーを含有するＰＳＡ繊維またはコポリマーの具体
的な製造方法は、中国特許出願公開第１３８９６０４号明細書に開示されている。
【００４８】
　芳香族ポリアミド繊維は商業的にも入手可能であり、例えば、帝人株式会社（日本国）
からのＣＯＮＥＸ（登録商標）、ＴＥＣＨＮＯＲＡ（登録商標）、およびＴＷＡＲＯＮ（
登録商標）、ユニチカ株式会社からのＡＰＩＡＩＲＥ（登録商標）、ＤｕＰｏｎｔからの
ＮＯＭＥＸ（登録商標）およびＫＥＶＬＡＲ（登録商標）、Ｋｏｌｏｎ　Ｉｎｄｕｓｔｒ
ｉｅｓ，Ｉｎｃ．（Ｋｏｒｅａ）からのＨＥＲＡＣＲＯＮ（登録商標）、Ｒｕｓｓｉａの
Ｋａｍｅｎｓｋ　Ｖｏｌｏｋｎｏ　ＪＳＣからのＳＶＭTMおよびＲＵＳＡＲTM、Ｒｕｓｓ
ｉａのＪＳＣ　Ｃｈｉｍ　ＶｏｌｏｋｎｏからのＡＲＭＯＳTMなどである。ＰＳＡ繊維は
、Ｓｈａｎｇｈａｉ　Ｔａｎｌｏｎ　Ｆｉｂｅｒ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．（Ｃｈｉｎａ）から
ＴＡＮＬＯＮTMとして商業的に入手可能である。
【００４９】
　より微細な繊維は、製造しかつ織るのにより多く費用がかかるが、単位質量当たりでよ
り大きい有効性をもたらすことができる。有効性および費用を考慮すれば、複数の繊維を
含む各糸は、約１４５ｄｔｅｘ～約６３２０ｄｔｅｘ、または約４４０ｄｔｅｘ～約２６
４０ｄｔｅｘ、または約１１００ｄｔｅｘ～約２２００ｄｔｅｘの好ましい線密度を有す
る。
【００５０】
　本発明では、布層（ｂ）として使用するための布は、織布、一方向布の複数の層、また
は不織布である。本明細書で用いる場合、用語「不織布」は、フェルト、マットおよび他
の構造物など、複数のランダムに配向した短繊維またはステープルファイバーから形成さ
れている任意の他の布構造物を意味する。
【００５１】
　不織布の製造方法は、当技術分野においてよく知られている。例えば、芳香族ポリアミ
ドステープルファイバーを、梳いてウェブを形成し、それにニードルパンチで穴を開け、
ステープルファイバーを互いに接着するように一定の圧力でウォーターパンチすることで
ある。芳香族ポリアミドステープルファイバーは約５ｍｍ～約１５０ｍｍの平均長さを有
し、単一フィラメントの平均繊度は約０．５ｄｔｅｘ～約１０ｄｔｅｘである。
【００５２】
　一方向布の製造方法は、当技術分野においてよく知られている。
【００５３】
　一方向布は、実質的に平行の一方向配列に並べられた複数の繊維を含む繊維ウェブであ
る。本発明の好ましい一方向布構造では、複数の積み重ねられた重複ユニテープが形成さ
れ、ここで、各単層（ユニテープ）の平行繊維は、各単層の縦繊維方向に対して平行の各
隣接単層の繊維に直角に配置されている。重複繊維層の積み重ねは、熱および圧力下で強
化して、当技術分野において単層の強化ネットワークとしても言及されてきた単層の頑丈
な要素を形成することができる。
【００５４】
　一方向布は、典型的には、１～約６層を含むが、様々な用途向けに望ましいものであり
得るように約１０層～約２０層ほどに多くを含んでもよい。層の数が多いほど耐衝撃性が
より大きくなるが、質量も大きくなる。
【００５５】
　織布は、一般に、縦方向に長く走る複数のたて糸と、たて糸に実質的に垂直に（すなわ
ち幅方向に）走る複数のよこ糸とを有する。例えば、平織、綾織、繻子織、バスケット織
などの任意の織り構造またはパターンが用いられてもよい。織布の粗さまたは細かさは、
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長さ（たて糸）および幅（よこ糸）糸を両方とも含めて、１平方インチまたは平方センチ
メートル中に含有される糸の数をカウントすることによって測定される。
【００５６】
　本発明に好適な織布は、織りの締まりに対する具体的な要件をまったく有さないが、製
織の硬直から生じる糸繊維の損傷を回避するため、極めて詰まった布目を避けるために詰
まった布目を除くのが好ましい。商業的に入手可能な織布は、１平方インチ当たり１７×
１７カウント、２０×２０カウント、３４×３４カウントを含む。
【００５７】
　本発明の一実施形態では、布層（ｂ）として使用するための布は、織布、一方向布、ま
たは不織布である。本発明の別の実施形態では、布層（ｂ）として使用するための布は織
布である。本発明のさらなる実施形態では、織布は、異なる色のたて糸繊維とよこ糸繊維
とから構成される。
【００５８】
　いくつかの実施形態では、最上層（ａ）のポリカーボネートシートが透明である場合、
織布は、寸法不安定性を高め得るのみならず、布層（ｂ）として使用される布の透けて見
える織りパターンおよび／または色で追加の審美的効果も付与する。
【００５９】
　本発明の布層（ｂ）の厚さは、複合ラミネートまたは物品の最終的な使用に依存して変
わる。例えば、旅行かばんのための複合シェルでは、５００ｇ／ｍ2～２０００ｇ／ｍ2以
下の所望の面密度を達成するために、合計で約３つの層～約１０の個別の層が必要とされ
得、ここで、層は、本明細書に記載される芳香族ポリアミド繊維から形成された一方向布
（平行の配向繊維または他の配置の）であってもよい。したがって、布層（ｂ）として使
用するための布の厚さは、個別の繊維の厚さ、織りパターン、および一方向布中へ組み込
まれた繊維層の数に対応するであろう。
【００６０】
　織布は、好ましくは、約０．０３ｍｍ～約２ｍｍ、または約０．１ｍｍ～約１ｍｍ、ま
たは約０．１５ｍｍ～約０．５ｍｍの厚さを有する。
【００６１】
　一方向布、すなわち単層の強化ネットワークは、好ましくは、約０．０１ｍｍ～約１ｍ
ｍ、または約０．０５ｍｍ～約０．５ｍｍ、または約０．０７５ｍｍ～約０．３ｍｍの好
ましい厚さを有する。本明細書で用いる場合、単層の強化ネットワークは、典型的には、
少なくとも２つの強化層（すなわち２つのユニテープ）を含む。
【００６２】
　不織布は、好ましくは、約０．０２５ｍｍ～約５ｍｍ、または約０．０５ｍｍ～約２ｍ
ｍ、または約０．０７５ｍｍ～約１ｍｍの厚さを有する。
【００６３】
　一実施形態では、本熱可塑性複合ラミネートの布層（ｂ）の厚さは、約０．０１ｍｍ～
約５ｍｍ、または約０．０５ｍｍ～約２ｍｍ、または約０．１ｍｍ～約１ｍｍである。
【００６４】
　未処理布の面密度は、約２０ｇ／ｍ2～約６６０ｇ／ｍ2、または約６０ｇ／ｍ2～約３
６０ｇ／ｍ2、または約１００ｇ／ｍ2～約２６０ｇ／ｍ2の範囲である。
【００６５】
　本発明では、布層（ｂ）として使用するための布はまた、布と、最上層（ａ）または最
下層（ｃ）のためのポリカーボネートシートとの間の接着強度を改善するための接着助剤
を含む。本出願人は、ポリカーボネートオリゴマーが接着助剤として有効に機能し得るこ
とを予想外にも発見した。ポリカーボネートオリゴマーは、布適用および複合材積層プロ
セス中の条件下でポリカーボネートポリマーを形成するための前駆体として化学的に機能
できないことが指摘される。
【００６６】
　好適なポリカーボネートオリゴマーは、ビスフェノールＡとジフェニルカーボネートと
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から溶融エステル交換または酸もしくは塩基触媒条件でのポリカーボネートポリマーの分
解によって得ることができる。分解ルートについて、ポリカーボネートポリマーは、周囲
温度以上において、ＮａＯＨもしくはＫＯＨなどの塩基と、好適な溶媒とを含む溶液で処
理されてもよい。
【００６７】
　ポリカーボネートポリマーの分解に使用するのに好適な溶媒は、メタノール、エタノー
ル、２－プロパノール、ジクロロメタン、クロロホルム、テトラヒドロフラン、ジメチル
スルホキシド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、およびそれらの混合物などの一般に公知
の有機溶媒である。ただし、ポリカーボネートポリマーが、周囲温度において、約１５ｍ
Ｌ、または１０ｍＬ、または５ｍＬ以下中の少なくとも１グラムである選択された溶媒へ
の溶解度を有することを条件とする。さらに、溶媒は、好ましくは、２００℃以下の温度
で加熱することによっても除去することができ、生じたポリカーボネートオリゴマーは、
溶媒蒸発後に得られ得る。
【００６８】
　一実施形態では、本明細書で使用される接着助剤は、２の一般式：
【化２】

（式中、ｍは、約２～約２５の整数である）
で表されるポリカーボネートオリゴマーの混合物を含む。
【００６９】
　本明細書で用いる場合、ポリカーボネートオリゴマーは、好ましくは、ポリカーボネー
トポリマーの分解から得られ、前記ポリカーボネートオリゴマーは、約５００～約６５０
０、または約７５０～約５１００、または約１０００～約４０００のＭwを有する。換言
すれば、ポリカーボネートオリゴマーの混合物は、一般式２（式中、ｍは、約２～約２５
、または約３～約２０、または約４～約１５の整数である）で表される。
【００７０】
　ポリカーボネートオリゴマーを含有する接着助剤は、好ましくは、コーティング組成物
を形成するためにポリカーボネートオリゴマーを溶解または分散させることができる溶媒
と混合される。好適な溶媒には、溶媒が塗布の温度で布の特性に悪影響を及ぼさない限り
、メタノール、エタノール、２－プロパノール、ジクロロメタン、クロロホルム、テトラ
ヒドロフラン、またはそれらの混合物が含まれ得る。
【００７１】
　コーティング組成物中の接着助剤の量は、コーティング組成物の総質量を基準として約
１質量％～約２０質量％、または約５質量％～約１５質量％である。
【００７２】
　当業者によって容易に決定されるであろう任意の適切な塗布方法がコーティング組成物
を塗布するために利用され得る。本明細書で用いる場合、用語「コートされた」は、布上
へ塗布される方法を限定することを意図されない。例えば、コーティング組成物は、コー
トされた織布を、またはそのような一方向布もしくは不織布などの別の配置として形成す
るために、それによって繊維層に接着助剤を含浸させるために織布に塗布されてもよい。
本明細書で用いる場合、用語「～を含浸される」は、「～に埋め込まれる」および「～で
コートされる」、または別の方法でコーティング組成物で塗布されるのと同じ意味であり
、ここで、ポリカーボネートオリゴマーは布中へ拡散し、単に布の表面上にあるわけでは
ない。
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【００７３】
　例えば、コーティング組成物は、当技術分野においてよく知られている吹き付け、ロー
ルヒーティング、直接グラビア、メイヤー（Ｍｅｙｅｒ）ロッドおよびエアナイフシステ
ムによって未処理布上へ塗布されてもよく、これに乾燥が続く。あるいは、布にコーティ
ング組成物を通過させて布を実質的にコートし、次に乾燥させることができる。別のコー
ティング技術では、布は、コーティング組成物の浴中へ浸されるか、浸漬されるか、また
は漬けられ、次に溶媒の蒸発または揮発によって乾燥されてもよい。
【００７４】
　上に記載された塗布手順は、好適な量の接着助剤を布上へ塗布するために必要に応じて
数回繰り返されてもよい。布上へ塗布された接着助剤の量が要望されるものを超える場合
、処理布は、水でリンスされ、次に再び乾燥させられてもよい。上に記載されたリンスお
よび乾燥工程は、布層（ｂ）として使用するための好適な量の接着助剤ｃを含有する処理
布を得るために数回繰り返されてもよい。
【００７５】
　布層（ｂ）として使用するための布が織布である場合、別法して、織布の個別の繊維が
製織前または製織後にコーティング組成物で処理されてもよい。典型的には、布の製織は
、繊維を接着助剤でコートする前に行われ、ここで、織布がそれによって接着助剤を含浸
される。しかし、本発明は、接着助剤が繊維に塗布される段階により、または接着助剤を
塗布するために用いられる手段により限定されることを意図されない。
【００７６】
　一方、コーティング組成物で塗布される布が、布表面仕上げ剤を少なくとも部分的に除
去できる界面活性剤、または繊維表面上のその後塗布される吸着質、すなわち接着助剤を
高めることができる吸着エンハンサーなどの試剤で前処理され得ることは必要である。
【００７７】
　一実施形態では、布層（ｂ）として使用するための布は、ｉ）接着助剤を含むコーティ
ング組成物を未処理布上へ塗布して湿潤布を得る工程と；ｉｉ）湿潤布を約５分～約１８
０分間にわたって周囲温度～約１５０℃の範囲の温度で乾燥させる工程と；ｉｉｉ）任意
選択的に、工程ｉｉ）の乾燥布上へコーティング組成物を塗布するか、または工程ｉｉ）
の乾燥布をリンスし、かつ工程ｉｉ）を繰り返すことによって乾燥させる工程とを含む方
法であって、工程ｉｉｉ）が、好適な量の接着助剤を含有する処理布を得るために数回繰
り返されてもよい、方法によって調製される。
【００７８】
　別の実施形態では、コーティング組成物は、ディッピング、浸漬、漬けること、または
吹き付けによって未処理布上へ塗布される。
【００７９】
　さらなる実施形態では、布層（ｂ）のための布は、未処理布を、ポリカーボネートオリ
ゴマーから構成される接着助剤および溶媒を含有するコーティング組成物中に漬ける工程
と；溶媒のほとんどを蒸発させるために周囲温度で乾燥させる工程と；任意選択的に、高
温のオーブン中でさらに乾燥させる工程と含む方法によって調製される。浸漬する／漬け
る時間に関する特別な制限は、未処理布がコーティング組成物中で完全に湿らされる限り
、まったくない。一実施形態では、浸漬する／漬ける時間は、約０．０５時間～約２時間
である。
【００８０】
　浸漬する／漬ける温度は、約１０℃～約４０℃、好ましくは周囲温度である。オーブン
乾燥温度は、約８０℃～約１５０℃であり、オーブン乾燥時間は、約５分～約１８０分で
ある。本発明の一実施形態では、布層（ｂ）として使用するための布は、布の総質量を基
準として少なくとも約５質量％、または６質量％、または７質量％、または８質量％、ま
たは９質量％の量で接着助剤を含有する。本発明の別の実施形態では、布層（ｂ）として
使用するための布は、布の総質量を基準として約７０質量％以下、または６０質量％、ま
たは５０質量％、または４０質量％、または３０質量％以下の量で接着助剤を含有する。
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本発明のいくつかの実施形態では、布層（ｂ）として使用するための布は、布の総質量を
基準として約５質量％～約７０質量％、または約６質量％～約５０質量％、または約７質
量％～約４０質量％、または約８質量％～約３０質量％の量で接着助剤を含有する。
【００８１】
熱可塑性複合ラミネートの調製
　本発明の熱可塑性複合ラミネート１００は、順に、（ａ）最上層１１と、（ｂ）布層１
２と、（ｃ）最下層１３とを含み、ここで、布層（ｂ）は、第１表面１２１と第２表面１
２２とを有する。図１に示されるように、最上層（ａ）は、布層（ｂ）の第１表面に接着
されており、および最下層（ｃ）は、布層（ｂ）の第２表面に接着されている。
【００８２】
　複合ラミネートの構造を説明するために本明細書で用いる場合、「／」は、その中で各
独特の層を隣接層と分離するために用いられる。したがって、本熱可塑性複合ラミネート
の構造は、（ａ）／（ｂ）／（ｃ）と表されてもよい。
【００８３】
　本発明における熱可塑性複合ラミネートの調製方法に関する特別な制限はまったくなく
、それは、この分野における任意の従来の公知方法であり得る。本熱可塑性複合ラミネー
トの好適な調製方法には、ホットプレッシング、熱圧縮成形、オートクレーブ成形、およ
び二重ベルトホットメルトプレッシングが含まれる。本熱可塑性複合ラミネートを調製す
るための温度、圧力、および時間などのプロセスパラメータは、一般に、ポリカーボネー
トシートおよび布の材料特性ならびに調製方法に依存する。当業者は、したがって好適な
プロセスパラメータを決定することができる。
【００８４】
　一実施形態では、本熱可塑性複合ラミネートは、ホットプロセッシングによって調製さ
れる。
【００８５】
　ホットプロセッシングは、典型的には、布層（ｂ）中に含有する接着助剤の融点よりも
少なくとも高く、かつ最上層（ａ）および最下層（ｃ）のためのポリカーボネートの融点
を５０℃以下だけ上回る温度で行われてもよい。
【００８６】
　一実施形態では、ホットプロセッシングは、約１００℃～約３００℃、または約１５０
℃～約２５０℃の範囲の温度で、約０．２ＭＰａ～約１７．４ＭＰａ、または約０．５Ｍ
Ｐａ～約５ＭＰａの範囲の圧力で、および約０．５分～約４０分間、または約１分～約２
０分間行われる。
【００８７】
　ホットプロセッシング後の本熱可塑性複合ラミネートは、一般に、約０．１ｍｍ～約１
０ｍｍ、または約０．３ｍｍ～約５ｍｍ、または約０．５ｍｍ～約３ｍｍの全厚さを有す
る。本熱可塑性複合ラミネートの全厚さは、様々な厚さの最上層（ａ）および／または最
下層（ｃ）として使用するためのポリカーボネートシート、ならびに布層（ｂ）として使
用するための布を使用することによって容易に調整することができる。
【００８８】
　本熱可塑性複合ラミネートの接着強度は、布層（ｂ）と最上層（ａ）との間または布層
（ｂ）と最下層（ｃ）との間のせん断強度によって評価される。これらの層間の接着強度
がより高いことを意味するより大きいせん断強度の場合である。本明細書で用いる場合、
用語「せん断強度」は、最上層（ａ）または最下層（ｃ）を布層（ｂ）から削ぎ取ること
によってＧＢ７１２４に従って測定される引張強度を意味する。
【００８９】
　費用および容易な製造を考慮すれば、本発明では、最上層（ａ）および最下層（ｃ）の
ためのポリカーボネートシートは同じものであることが好ましい。したがって、熱可塑性
複合ラミネートのせん断強度試験は、布層（ｂ）の１つのみの側面に関して行うことがで
きる。
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【００９０】
　本発明の熱可塑性複合ラミネートは、布層（ｂ）として使用するための接着助剤なしの
同じ布を有する比較ラミネートのせん断強度と比べてせん断強度の３０％以上の増加を示
す。本発明の熱可塑性複合ラミネートは、好ましくは、比較ラミネートのせん断強度と比
べてせん断強度の３０％、または６０％、または９０％または１２０％以上の増加を示す
。本発明の熱可塑性複合ラミネートは、好ましくは、３．６ＭＰａ超、または４．５ＭＰ
ａ以上のせん断強度を有する。
【００９１】
　追加の層が本熱可塑性複合ラミネートに任意選択的に塗布されてもよく、例えば、紫外
線保護材料の層が最上層（ａ）の上に塗布されてもよい。
【００９２】
　物品は、本発明の熱可塑性複合ラミネートを含むか、それから本質的になるか、それか
らなるか、またはそれから製造され、それらの優れた層間接着強度のために高い構造的完
全性を有する。さらに、本発明の熱可塑性複合ラミネートは、短縮されたサイクル時間に
よりプロセス効率を改善する（すなわち費用削減）のみならず、熱硬化性複合ラミネート
と比べてその後の用途向けに必要に応じて再加工する機会も提供する。
【００９３】
　本発明の物品は、携帯電子デバイスのためのハウジングもしくは保護カバー、旅行かば
んのためのシェル、自動コントロールパネルのための装飾部品、またはスノーボードのた
めの表面板として有用である。
【００９４】
　携帯電子デバイスの例としては、ハンドヘルドコンピュータ、バブレットコンピュタ、
携帯電話、電子ブックリーダー、携帯ゲーム機、携帯メディアプレーヤー、またはデジタ
ルカメラが挙げられる。携帯電話の例としては、折り畳み式携帯電話、スライド式携帯電
話、無線電話機、セル方式携帯無線電話、スマートフォンなどが挙げられるが、それらに
限定されない。
【００９５】
　さらなる詳細な説明なしに、先行の記載を用いる当業者は、本発明を最大限に利用する
ことができると考えられる。以下の実施例は、したがって、単に例示的なものであり、決
して本開示を限定するものではないと解釈されるべきである。
【実施例】
【００９６】
　省略形「Ｅ」は「実施例」を表し、「ＣＥ」は「比較例」を表し、その例において熱可
塑性複合ラミネートが調製されることを示す数が続く。実施例および比較例は、すべて類
似の方法で調製し、試験した。
【００９７】
原材料
　ポリカーボネートシート（Ｐ１）：商品名ＬＥＸＡＮ（登録商標）８Ｂ３５でＳＡＢＩ
Ｃから購入したポリカーボネートシート；このシートは、１００ｃｍの幅、約０．１７５
ｍｍの厚さ、および１６０℃のビカット軟化温度を有する。
【００９８】
　ポリカーボネートポリマー（Ｐ２）：商品名ＬＥＸＡＮ（登録商標）ＨＦ１１３０－１
１１でＳＡＢＩＣから購入したポリカーボネートペレットは、１．２の比重、（ＧＰＣに
よって測定される）約２４７０６のＭwおよびジクロロメタンの２ｍＬ当たり約１ｇの周
囲温度での溶解度を有する。
【００９９】
　未処理布（Ｕ１）：Ｊｉａｎｇｓｕ　Ｔｉａｎｎｉａｏ　Ｈｉｇｈ　Ｔｅｃｈ．Ｃｏ．
から購入した、たて糸およびよこ糸としての１５００デニール（１６７０ｄｔｅｘ）のポ
リ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）糸（ＫＥＬＶＡＲ（登録商標）、ＤｕＰｏｎｔか
ら入手可能）から製造された平織布、サイズ：　７×７エンド／ｃｍ2、２００ｇ／ｍ2の
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面密度。
【０１００】
　未処理布（Ｕ２）：Ｃｈｏｍａｒａｔ　Ｃｏ．から購入した、たて糸およびよこ糸につ
いて１２００デニール（１３３４ｄｔｅｘ）のポリ（ｍ－フェニレンテレフタルアミド）
糸（ＮＯＭＥＸ（登録商標）ホワイト、ＤｕＰｏｎｔから入手可能）から製造された綾織
布、サイズ：９×９エンド／ｃｍ2、２４５ｇ／ｍ2の面密度。
【０１０１】
　比較接着助剤（ＡＡ１）：Ｍｕｌｔｉ－Ｃｕｒｅ（登録商標）ＣＮ３１０６－Ｅの商品
名でＤＹＭＡＸ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから購入した、１．０８ｇ／ｍＬの密度および
２５，０００ｃＰ（２０ｒｐｍ）の粘度を有するアクリル化ウレタン。
【０１０２】
　ＡＡ１のための開始剤：ＤＹＭＡＸ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから購入した、約６０質
量％のトリエチレングリコールジビニルエーテルと、約２５質量％のエポキシ樹脂と、約
１５質量％のブチルアルデヒド／アニリンとの反応生成物混合物、５０１Ｅ。
【０１０３】
　ジクロロメタン：Ｓｉｎｏｐｈａｒｍ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｒｅａｇｅｎｔ　Ｃｏ、Ｌ
ｔｄ．から購入したＣＨ2Ｃｌ2、ＣＡＳ　Ｎｏ．：７５－０９－２。
【０１０４】
　メチルアルコール：Ｓｉｎｏｐｈａｒｍ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｒｅａｇｅｎｔ　Ｃｏ、
Ｌｔｄ．から購入したＣＨ3ＯＨ、ＣＡＳ　Ｎｏ．：６７－５６－１。
【０１０５】
　水酸化ナトリウム：Ｓｉｎｏｐｈａｒｍ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｒｅａｇｅｎｔ　Ｃｏ、
Ｌｔｄ．から購入したＮａＯＨ、ＣＡＳ　Ｎｏ．：１３１０－７３－２。
【０１０６】
コーティング組成物１～５の調製
　コーティング組成物１（ＣＣ１）：いかなる接着助剤もなしにジクロロメタンを含有す
る。
【０１０７】
　コーティング組成物２（ＣＣ２）：１５ｇの接着助剤（ＡＡ１）を３５ｇのアセトンに
添加し、攪拌してコーティング組成物（ＣＣ２）を得た。
【０１０８】
　コーティング組成物３（ＣＣ３）：冷却器を備えた３つ口丸底フラスコにおいて、１ｇ
の水酸化ナトリウムを５０ｍＬのメタノールおよび１００ｍＬのジクロロメタンに添加し
、溶解するまで約２～５分間攪拌した。この塩基性溶液を４０℃に加熱し、次に１２ｇの
ポリカーボネートポリマーペレット（Ｐ２）を混合溶液へ添加し、１０分間攪拌した。得
られた無色透明溶液を室温に冷却し、分液漏斗へ注ぎ込み、水（毎回約１５０ｍＬ、３回
）で洗浄して残留水酸化ナトリウムおよびメタノールを除去した。ポリカーボネートオリ
ゴマーを含有する有機相を蓋付きの２５０ｍＬガラスボトル中で保管し、それをコーティ
ング組成物３（ＣＣ３）として直接使用した。ＣＣ３の１試料（１ｍＬ）をＧＰＣ測定の
ために採取してＭwおよび多分散性を測定した。ジクロロメタンに溶解したポリカーボネ
ートポリマーペレット（Ｐ２）の試料もＧＰＣ分析にかけた。データを表１に列挙する。
【０１０９】
　コーティング組成物４（ＣＣ４）：ＣＣ４は、ＣＣ３について記載されたものと類似の
手順で調製した。１ｇの水酸化ナトリウム、５０ｍＬのメタノールおよび１００ｍＬのジ
クロロメタンを含有する塩基性溶液を２３℃（周囲温度）に保ち；ポリカーボネートポリ
マーペレット（Ｐ２）を次に添加し、１０分間攪拌した。得られた混合物を脱イオン水（
毎回約１５０ｍＬ、３回）で洗浄し、分離し、コーティング組成物４（ＣＣ４）として直
接使用するために保管した。ＣＣ４の１試料（１ｍＬ）をＧＰＣ測定のために採取してＭ

wおよび多分散性を測定した。データを表１に列挙する。
【０１１０】
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　コーティング組成物５（ＣＣ５）：ＣＣ５は、ＣＣ３について記載されたものと類似の
手順で調製した。１ｇの水酸化ナトリウム、５０ｍＬのメタノールおよび１００ｍＬのジ
クロロメタンを含有する塩基性溶液を、氷浴を用いて０℃に冷却し；ポリカーボネートポ
リマーペレット（Ｐ２）を次に添加し、１０分間攪拌した。得られた混合物を脱イオン水
（毎回約１５０ｍＬ、３回）で洗浄し、分離し、コーティング組成物５（ＣＣ５）として
保管した。ＣＣ５の１試料（１ｍＬ）をＧＰＣ測定のために採取してＭwおよび多分散性
を測定した。データを表１に列挙する。
【０１１１】
【表１】

【０１１２】
Ｅ１～Ｅ８およびＣＥ１～ＣＥ３の熱可塑性複合ラミネートの調製
工程Ａ．布処理
　未処理布の一片（１５ｃｍ×１５ｃｍ）を２時間約１２０℃においてオーブン中で乾燥
させ、次にその未処理質量（Ｗ0）を測定するために天秤上に置いた。未処理布を、周囲
温度で約１０分間指定のコーティング組成物（約２０ｍＬ）を含有するアルミナトレイ中
に完全に漬け、次にコーティング組成物浴から取り去った。湿潤布を液体が約３０秒間ま
ったく滴らなくなるまで垂直につるし、次にオーブン中へ入れ、約１２０℃で２時間乾燥
させた。乾燥布を室温に冷却し、秤量した。
【０１１３】
　処理布の増量が所望のものを超えている場合、処理布を水浴（約２０ｍＬ）に約５分間
漬け；一方で処理布の増量が所望のもの未満である場合、処理布を同じコーティング組成
物浴に周囲温度で約５分間漬けた。その後、処理布を水浴またはコーティング組成物浴の
いずれかから取り去り、約１２０℃でさらに２時間オーブン乾燥させ、秤量した。上に記
載された塗布手順は、布層（ｂ）として使用するための布が、布の増量によって計算され
るであろう所望の量の接着助剤を含有するまで数回繰り返えされてもよい。各処理布中に
存在する接着助剤の量（ＡＡ質量％）は、下に示される式：
ＡＡ質量％＝［（Ｗn－Ｗ0）／Ｗn］×１００
（式中、Ｗ0は、処理前の布の質量であり、および
Ｗnは、最終処理後の布の質量である）
によって計算した。
【０１１４】
　比較例および実施例における布層（ｂ）として使用するための各布の処理詳細および接
着助剤の量を表２に明記した。
【０１１５】
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【表２】

a 「( )」中の継続時間は、各工程の継続時間を示す。
b 「-」は、処理プロセスの各工程を分離するために用いられる。
【０１１６】
工程Ｂ．ホットプレッシング
　実施例および比較例のラミネートは、金型（２つの３５ｃｍ×３５ｃｍ×１．５ｃｍの
ステンレス鋼板から構成される）を備えたホットプレッシング機（ＰＨＩによって製造さ
れた）を用いるホットプレッシングによって調製した。
【０１１７】
　最上層（ａ）および最下層（ｃ）のためのポリカーボネートシートを１５ｃｍ×１５ｃ
ｍの正方形へカットし、布層（ｂ）として使用するための工程Ａから得られた処理布およ
び２片の剥離紙（３５ｃｍ×３５ｃｍ）を下に記載されるように積み重ねた。
【０１１８】
　最初に、金型をホットプレッシング機中で１９０℃に予備加熱した。金型をホットプレ
ッシング機から取り出した後、金型を開き、脇に置き、トッププレートを脇に置いた。剥
離紙の第１片をベースプレート上へ置き、引き続き、最上層（ａ）として使用するための
ポリカーボネートシートを金型の中央に置いた。その後、布層（ｂ）として使用するため
の布と、上層（ｃ）として使用するためのポリカーボネートシートとを、表３～４に明記
されるように各ラミネート試料の異なる層と一致して順に置いた。これらの層を、プレフ
ォームを得るために適所に置いた後、第２剥離紙（３５ｃｍ×３５ｃｍ）をプレフォーム
一面に置き、金型のトッププレートを適所に置き戻して金型を閉じた。閉じた金型をホッ
トプレッシング機中へ入れ戻した。
【０１１９】
　各ラミネート試料を１０分間１ＭＰａの圧力において１９０℃でホットプレスした。ホ
ットプレスした後、金型をホットプレス機から取り出し、トッププレートを金型から取り
去り、引き続き第２剥離層を取り去った。熱可塑性複合ラミネートを金型から取り去り、
第１剥離紙から分離し、周囲温度に冷却した。
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【０１２０】
　ＣＥ２について、布層（ｂ）と接触するであろう最上層（ａ）および最下層（ｃ）の各
表面に、プレフォームアセンブリングの直前にＡＡ１のための約０．７５ｇの開始剤をブ
ラシで塗布した。
【０１２１】
試験方法
　分子量測定：コーティング組成物ＣＣ１およびＣＣ３～ＣＣ５のＭｗは、テトラヒドロ
フランを溶離剤として（３０℃、流量は１ｍＬ／分であった）、ポリスチレンを標準とし
て使用する、ＲＩ検出器およびＳｔｒｙｒａｇｅｌ（登録商標）ＨＲ　１カラム（Ｗａｔ
ｅｒｓによって販売される、５μｍ、７．８ｍｍ×３００ｍｍ）のＷａｔｅｒｓ　ｅＡｌ
ｌｉａｎｃｅ　２６９５／２４１４でのゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）によって
測定した。
【０１２２】
　厚さ測定：ラミネート試料の厚さは、デジタルマイクロメータによって測定した。各検
体を異なる場所で６～１０回測定し、結果は平均され、表３～４に報告した。
【０１２３】
　せん断強度試験：各ラミネート試料をレーザー裁断機（Ｈａｎ’ｓ　Ｌａｓｅｒ　Ｔｅ
ｃｈｎｏｌｏｇｙ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　Ｇｒｏｕｐ　Ｃｏ．Ｌｔｄ．から購入した、モデ
ル：Ｐ０６０）によってカットして５つの試験検体（すなわち１５ｍｍ×２５．４ｍｍの
長方形）を得た。各試験検体を１００ｍｍ（Ｌ）×２５．４ｍｍ（Ｗ）のサイズの２つの
鋼板上に固定した。試験検体の最上層（ａ）および最下層（ｃ）をエポキシ樹脂で別々に
２つの鋼板に接着させ、エポキシ樹脂を少なくとも２４時間硬化させた。Ｉｎｓｔｒｏｎ
（登録商標）材料試験機（Ｉｎｓｔｒｏｎ（登録商標）社によって製造された、モデル：
５５６７）を用いて、試験試料で貼られた鋼板を上方および下方クランプ（２７１６－０
１５）間にロックし、クランプで確実に締め付けた。上方クランプがＧＢ７１２４に従っ
て２ｍｍ／分の速度および５ｋＮのロードで移動し、せん断強度をＮ／２５．４ｍｍの単
位で測定し、記録し、せん断強度（ＭＰａ単位での）を、せん断力データを試験試料面積
で割ることによって計算した。５つの試験検体のせん断強度データを平均し、表３～４に
列挙した。
【０１２４】
　せん断強度の改善（ΔＳ）：せん断強度の改善は、下に示される式：
ΔＳ％＝［（Ｓn－Ｓ0）／Ｓ0］×１００
（式中、Ｓ0は、参考例のせん断強度であり；および
Ｓnは、比較する例のせん断強度である）
によって計算した。
【０１２５】
【表３】
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a 「*」 は、比較例がせん断強度改善計算のために使用される参考例であることを示す。
b 「/」は、各独特層を隣接層と分離するために用いられる。
【０１２６】
　表３の結果から以下が明らかである。
【０１２７】
　Ｅ１、ＣＥ２およびＣＥ１のせん断強度データ間の比較、アクリル化ウレタン（９．６
質量％）で処理された布を有するＣＥ２のラミネートがＣＥ１のラミネートのもせん断強
度よりもせん断強度の２２％の増加を提供し、一方、ポリカーボネートオリゴマー（４．
９質量％）で処理された布を有するＥ１のラミネートは、４１％の増加を示した。結果は
、ほぼ２倍量のアクリル化ウレタン、一般に公知の接着助剤で処理された布について、芳
香族ポリアミド布と、最上層（ａ）および最下層（ｃ）のためのポリカーボネートシート
との間の接着強度を改善する点で、ポリカーボネートオリゴマーで処理されたものよりも
効果が少ないことを示唆する。したがって、ＣＥ１の接着強度に対する本発明の熱可塑性
複合ラミネート（Ｅ１）の見出される接着強度改善は、接着助剤としてのポリカーボネー
トオリゴマーの使用によるものと見なすことができる。
【０１２８】
　Ｅ１～Ｅ５のせん断強度データはまた、布層（ｂ）として使用するための布中に存在す
るポリカーボネートオリゴマーの量を変えることにより、本熱可塑性複合ラミネートで見
出される、得られるせん断強度増加がまた、比例的にではないが変動する（４１％～１８
２％）ことを実証した。
【０１２９】
　ＣＥ１に対するＥ７、Ｅ６およびＥ２のせん断強度データ間の比較、Ｅ７、Ｅ６および
Ｅ２の熱可塑性複合ラミネートは、それぞれが布層（ｂ）として使用するための約１０質
量％の接着助剤（それぞれＣＣ５、ＣＣ４、またはＣＣ３）を含有する布を有し、すべて
がＣＥ１のラミネートのせん断強度と比べてせん断強度の著しい増加（３７％～１８２％
）を実証した。したがって、ポリカーボネートオリゴマーのＭｗも、ポリカーボネートシ
ート（ａ）および（ｃ）と、布層（ｂ）として使用されるｐ－アラミド繊維から構成され
る布との間の接着強度を改善するのに重要な役割を果たしている。
【０１３０】
　本発明の一実施形態では、熱可塑性複合ラミネートは、順に、
（ａ）少なくとも１つのポリカーボネートシートから構成される最上層と；
（ｂ）芳香族ポリアミド繊維および接着助剤を含む布から構成される布層と；
（ｃ）少なくとも１つのポリカーボネートシートから構成される最下層と
を含み、
最上層（ａ）は、布層（ｂ）の第１表面に接着されており、および最下層（ｃ）は、布層
（ｂ）の第２表面に接着されており；
芳香族ポリアミド繊維は、ポリ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）ホモポリマー、ポリ
（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）コポリマー、またはそれらの混合物から製造され；
接着助剤は、約５００～約６５００、または約７５０～約５１００、または約１０００～
約４０００の重量平均分子量（Ｍｗ）を有するポリカーボネートオリゴマーを含み；およ
び
布中に存在する接着助剤の量は、布の総質量を基準として約５質量％～約７０質量％、ま
たは約６質量％～約５０質量％、または約７質量％～約４０質量％、または約８質量％～
約３０質量％である。
【０１３１】
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【表４】

a 「*」 は、比較例がせん断強度改善計算のために使用される参考例であることを示す。
b 「/」は、各独特層を隣接層と分離するために用いられる。
【０１３２】
　表４の結果から以下が明らかである。
【０１３３】
　ＣＥ３およびＥ８（Ｅ８のラミネートは、布をポリカーボネートオリゴマー（約１０．
０質量％）で処理されている）のせん断強度データ間の比較は、１９３％のせん断強度の
増加を意外にも提供した。
【０１３４】
　本発明の一実施形態では、熱可塑性複合ラミネートは、順に、
（ａ）少なくとも１つのポリカーボネートシートから構成される最上層と；
（ｂ）芳香族ポリアミド繊維および接着助剤を含む布から構成される布層と；
（ｃ）少なくとも１つのポリカーボネートシートから構成される最下層と
を含み、
最上層（ａ）は、布層（ｂ）の第１表面に接着されており、および最下層（ｃ）は、布層
（ｂ）の第２表面に接着されており；
芳香族ポリアミド繊維は、ポリ（ｍ－フェニレンイソフタルアミド）ホモポリマー、ポリ
（ｍ－フェニレンイソフタルアミド）コポリマー、またはそれらの混合物から製造され；
接着助剤は、約５００～約６５００、または約７５０～約５１００、または約１０００～
約４０００の重量平均分子量（Ｍｗ）を有するポリカーボネートオリゴマーを含み；およ
び
布中に存在する接着助剤の量は、布の総質量を基準として約５質量％～約７０質量％、ま
たは約６質量％～約５０質量％、または約７質量％～約４０質量％、または約８質量％～
約３０質量％である。
【０１３５】
　本発明が典型的な実施形態で例示されかつ記載されてきたが、様々な修正形態および置
換形態が本発明の趣旨から逸脱することなく可能であるため、それは、示された詳細に限
定されることを意図されない。したがって、本明細書に開示される本発明の修正形態およ
び均等物は、単なるルーチンにすぎない実験を用いて当業者に想到され得、すべてのその
ような修正形態および均等物は、以下の請求項によって定義されるような本発明の趣旨お
よび範囲内にあると考えられる。
　本発明のまた別の態様は、以下のとおりであってもよい。
〔１〕順に、
（ａ）少なくとも１つのポリカーボネートシートから構成される最上層と；
（ｂ）芳香族ポリアミド繊維および接着助剤を含む布から構成される布層と；
（ｃ）少なくとも１つのポリカーボネートシートから構成される最下層と
を含む熱可塑性複合ラミネートであって、
前記最上層（ａ）が前記布層（ｂ）の第１表面に接着されており、および前記最下層（ｃ
）が前記布層（ｂ）の第２表面に接着されており；
前記芳香族ポリアミド繊維が、ポリ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）ホモポリマー、
ポリ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）コポリマー、ポリ（ｍ－フェニレンイソフタル
アミド）ホモポリマー、ポリ（ｍ－フェニレンイソフタルアミド）コポリマー、ポリスル
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ホンアミドホモポリマー、ポリスルホンアミドコポリマー、またはそれらの混合物から製
造され；
前記接着助剤が、約６５００以下の重量平均分子量を有するポリカーボネートオリゴマー
を含み；
前記熱可塑性複合ラミネートが、前記布層（ｂ）に使われる前記接着助剤なしの同じ布を
有する比較ラミネートのせん断強度と比べて約３０％以上のせん断強度の増加を有し、前
記せん断強度がＧＢ７１２４の方法に従って測定される、熱可塑性複合ラミネート。
〔２〕前記熱可塑性複合ラミネートの全厚さが約０．１ｍｍ～約１０ｍｍである、前記〔
１〕に記載の熱可塑性複合ラミネート。
〔３〕前記布層（ｂ）のための前記布が約５質量％～約７０質量％の量で前記接着助剤を
含有し、前記質量％が前記布の総質量を基準とする、前記〔１〕に記載の熱可塑性複合ラ
ミネート。
〔４〕前記最上層（ａ）および／または前記最下層（ｃ）のための前記ポリカーボネート
シートが、１の一般式：

【化１】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（式中、ｎは、約５０～約２００の整数である）
のビスフェノールＡ型ポリカーボネートポリマーを含む、前記〔１〕に記載の熱可塑性複
合ラミネート。
〔５〕前記接着助剤が、２の一般式：

【化２】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（式中、ｍは、約２～約２５の整数である）
のポリカーボネートオリゴマーを含む、前記〔４〕に記載の熱可塑性複合ラミネート。
〔６〕前記布層（ｂ）のための前記布が、
ｉ）コーティング組成物を未処理布上へ塗布して湿潤布を得る工程と；
ｉｉ）前記湿潤布を約５分～約１８０分間にわたって周囲温度～約１５０℃の範囲の温度
で乾燥させる工程と；
を含み、
ｉｉｉ）前記コーティング組成物を工程ｉｉ）の前記乾燥布上へ塗布するか、または工程
ｉｉ）の前記乾燥布をリンスし、かつ工程ｉｉ）を繰り返すことによって乾燥させる工程
を含んでもよい方法によって製造され、
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前記工程ｉｉｉ）が、好適な量の前記接着助剤を含有する処理布を得るために数回繰り返
されてもよく；
前記コーティング組成物が接着助剤および溶媒を含み；
前記溶媒がメタノール、エタノール、２－プロパノール、ジクロロメタン、クロロホルム
、テトラヒドロフラン、またはそれらの混合物であり、
前記接着助剤が、約６５００以下の平均分子量を有するポリカーボネートオリゴマーを含
み；および
前記コーティング組成物中の前記接着助剤の量が、前記コーティング組成物の総質量を基
準として約１質量％～約２０質量％である、前記〔１〕に記載の熱可塑性複合ラミネート
。
〔７〕前記コーティング組成物を前記未処理布上へ塗布する方法がディッピング、浸漬、
漬けること、または吹き付けである、前記〔６〕に記載の熱可塑性複合ラミネート。
〔８〕前記未処理布の面密度が約２０ｇ／ｍ2～約６６０ｇ／ｍ2である、前記〔６〕に記
載の熱可塑性複合ラミネート。
〔９〕ホットプレッシング、熱圧縮成形、オートクレーブ成形、および二重ベルトホット
メルトプレッシングから選択される方法によって製造される、前記〔１〕に記載の熱可塑
性複合ラミネート。
〔１０〕前記〔１〕に記載の熱可塑性複合ラミネートを含む物品。
〔１１〕携帯電子デバイスのためのハウジングもしくは保護カバー、旅行かばんのための
シェル、自動コントロールパネルのための装飾部品、またはスノーボードのための表面板
である、前記〔１０〕に記載の物品。

【図１】
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